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達成年度到来事業

①事 業 名 育英奨学事業
(事業評価実施年度)

②主管課及び （主管課）高等教育局学生課（課長：戸渡速志）
関係課
(課長名)

③上位施策目標 施策目標３－３ 意欲ある学生への支援体制の整備

④事業の概要 育英奨学事業は 「優れた学生及び生徒であって、経済的理由により修学に困難があ、
るものに対し、学資の貸与等を行うことにより、国家及び社会に有為な人材の育成に
資するとともに、教育の機会均等に寄与すること （日本育英会法第１条）を目的とす」
るものである。
昭和１８年の事業開始以来、６０年間で約６７６万人の学生・生徒に対して、約５

兆５，４３８億円の奨学金を貸与したところであり、学生等が経済的な面で心配する
ことなく、安心して学ぶための支援として重要な役割を果たしている。

⑤予算総額及び 平成１６年度概算要求額：６８４，２３８百万円
事業開始年度 （平成１５年度予算額５７９，００８百万円 （事業費））

， ， （ 、 ）総 額： ６ １２２ ８１０百万円 事業費 平成１４年度までは実績
事 業 開 始 年 度： 昭和１８年

⑥得られた効果 平成１４年度においては、当初予算で無利子・有利子 ⑦事前の評価において期待さ
(波及効果を 合わせて奨学金の充実を図るとともに、有利子奨学金の れた効果
含む) 希望者数の増加を踏まえた補正予算を措置することによ

り、７９万２千人の学生・生徒に対して、５２２，５１ 教育を受ける意欲と能力の
２百万円の奨学金を貸与し、貸与基準を満たす希望者ほ ある者には確実にこれを受け
ぼ全員を採用することができた。 られるよう奨学金の充実を図
これらにより、学生の修学機会の確保とともに、アル る。

バイトに従事する時間等の抑制につながり、経済的な面
で心配することなく、少しでも勉学に専念できる環境を
整える効果が得られたものと考えられる。
また、収入が減少傾向となる経済状況下にあって、家

計に対しては、親等の教育費負担の軽減が図られること
で、学生を持つ家庭の消費の維持・拡大に貢献したもの
と考えられる。

⑧ 得ようとした 平成１４年度においては、７９万２千人の学生・生徒に対して、５２２，５１２百
検 効果と得られ 万円の奨学金を貸与しており、前年度に比べて、貸与人員は４万人増員し、貸与総額
証 た効果との比 は４２，８０９百万円増額しており、教育を受ける意欲と能力のある者で、奨学金を

較・検討 希望する学生をより多く採用することができた。

検証結果 想定どおりの効果が得られた

今後の政策へ 学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金を希望する学
の反 映 方 針 生支援のため、引き続き、奨学金の充実は必要である。

（ 、 、 、継続の適否 平成１５年度予算においては 無利子・有利子ともに貸与人員を増員するとともに
改善点を 含 無利子では貸与月額を大学等で２千円増額し、有利子では入学時の需要に対応した奨
む） 学金（３０万円の一時金）の創設により、事業全体で、対前年度比６万８千人増の８

６万６千人の学生・生徒に対し、６２，３５６百万円増の５７９，００８百万円の奨
学金を貸与することとしてる。
また、平成１６年度には、日本育英会を廃止して、独立行政法人日本学生支援機構

に奨学金事業を移行させることとし、第１５６回通常国会に法案を提出したところで
ある。この新法人においても、無利子及び有利子の奨学金事業を充実し、継続する必
要がある。
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達成目標３－３－１

学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよ
う、基準適格申請者に対する貸与率を改善。

達成目標３－３－２

奨学金を希望する者がより多くこれを受けられるよう、貸与
人員を増員。

達成目標３－３－３

学生生活費等の動向を踏まえ、学生が安心して学べるよう、
適切な貸与月額を設定。

達成目標３－３－４

奨学金事業の原資となる奨学生からの 返還金を確実に回
収するため、口座振替制度（リレー口座）への加入率を改善。

達成目標３－３－５

奨学金希望者及び大学等担当者の利便性の向上及び処
理の迅速化等のための申請手続の電子化による効率化。
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